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インタビュー調査（概要） 

 

【インタビュー調査概要】 

観光事業者における DX の現状を把握するために、DX への意識や課題、取組の状況な

ど についてインタビュー調査を実施した。 

回答者は、宿泊施設・観光施設・物販店（お土産）・交通/DMO の経営者、総支配人を中

心に、16 者（下図 a から p）である。 

 

【インタビュー結果概要】 

結果を極めて大ざっぱにまとめると、様々な考えの企業があった（詳細は本編に記載）。 

➢ DX とは何かを考えたことがないという企業、 

➢ 言葉は聞いたことがありデジタルマーケティングなどを実施しているものの、DX

の具体的イメージは持ち合わせていない事業者、 

➢ デジタルを活用することでどう生産性の向上を図れるかを考えて進めている事業者、 

➢ DX による具体的な未来のイメージを描いている企業。 

 

 業務課題と DX 課題の数を横軸に、DX の実績数を縦軸にプロットしたもの（下図）、お 

よび回答内容から以下のことが言えそうだ。 

 ➢ DX の課題や実績数には差が見られたものの、業態の差異や地域差などは少なく、 

 むしろ顧客層や経営者の経営戦略により異なる。 

 
注 1）「課題が多い」は別面、多くの課題をきちんと認識しているとも考えられる 

 

なお本編の最後には，これらの回答を基に、インタビューにおける回答を比較分析した上 

で、事業者の典型例をイメージ化して付け加えている。  

 



アンケート調査（概要） 

 

【アンケート調査概要】 

  日常業務でのデジタル活用

の現状と意識、観光産業におけ

るデジタル技術の活用状況を

把握する。 

⚫ 送付対象 186 団体 - 令和

3 年度 京都府観光連盟名

簿(宿泊、交通旅行関係、社

寺、観光文化施設、観光関

係など)登録事業者 

⚫ 回答数 68件(郵送：45件、

ウェブ：23 件)  （回答率

36.6％） 

 

【アンケート調査結果の一例】（単純集計、約 15 問のなかからここでは 2 問だけ抜粋） 

デジタル化の状況（スタッフ向け） 
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スマートフォンやタブレットを日常的に使用している

パソコンを使用している

POSレジシステム・アプリを使用している

予約管理システム・アプリを使用している

在庫管理システム・アプリを使用している

自動発注システムを使用している

顧客管理システムを使用している

社内の情報共有のために，メッセージアプリを使用している

経費管理システムを使用している

財務会計システムを使用している

【宿泊業】旅館ホテル専用の施設管理システムを使用している

【宿泊業】予約サイトコントローラーを使用している



デジタル技術導入による変化 

 

【アンケート調査結果の分析・考察】（クロス集計） 

 

・デジタル技術導入に対する自己評価と導入実態の関連性 

キャッシュレス決済導入が目立つ一方、自動発注や顧客管理システムなど複雑なシステ 

ムを導入しているところはかなり少ない。 

 

・デジタル技術導入の目的と実際の状況の関連性  

導入のきっかけは外的要因が多数であるが、評価指標は「業務効率改善」が多く、「顧客満

足向上」の実績は多くみられない。  

 

・デジタル技術導入における現在の結果の評価  

「業務効率」を重視する一方、課題が「費用」であることは、現状の効果に満足していない

可能性が考えられる。  

 

・デジタル技術活用推進の組織体制と導入の実態  

経営陣自身は「トップが先頭に立っている」と評価する一方で、従業員からは「組織的な

推進施策はない」と、評価に相違がある。  
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固定費が削減できた

変動費が削減できた

販売が促進でき，売上が上がった

新しいサービス，コンテンツが開発できた

お客様からの口コミや，満足度アンケートの評価が上がった

社内の雰囲気がよくなった

若い世代の採用が増えた・若い世代の退職者が減った

費用に見合う充分な効果はなかった

余計な業務が増えた・業務が煩雑になった

お客様からの評価が悪化した
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